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事業事前評価表 

 

国際協力機構アフリカ部アフリカ第一課 

 

１．案件名（国名） 

国名：ナイジェリア連邦共和国  

案件名：アブジャ電力供給施設緊急改修計画 

        The Project for Emergency Improvement of Electricity Supply Facilities in Abuja 

 

２．事業の背景と必要性  

(1) 当該国における電力セクターの現状と課題 

ナイジェリア連邦共和国（以下、「ナイジェリア」という。）の電力は、最大 12,800MW

と推定される需要に対し、6,579MW の発電設備容量（2013 年：Presidential Task Force on 

Power Fact Sheet）に留まる。また、送電網整備の遅れ等からピーク時供給力は 4,517MW

（2013 年：Roadmap for Power Sector Reform Revision 1.0）程度と発電設備容量に対し

て大きく下回る状況にある。加えて、無効電力（電源と負荷間の往復のみでエネルギー消

費されない電力）の割合が高いことに伴う電圧降下が、安定した電力供給の妨げとなって

いる。無効電力は、長距離送電時に増加する傾向があり、発電施設から遠隔地にある首都

アブジャやその周辺部は、一日平均 8 時間程度しか電力供給のない不安定な状況下にある。

この改善策として、変電所等の電力供給施設に固定分路コンデンサ等の調相設備（無効電

力を制御して系統電圧を一定に保つ制御を行う設備）を導入する必要がある。 

(2) 当該国における電力セクターの開発政策における本事業の位置づけ及び必要性 

ナイジェリア政府は、国家開発計画「Nigeria Vision 20: 2020（2009-2020）」及び同実行

計画「The First National Implementation Plan for NV20: 2020 (2010-2013)」を通じ、イン

フラ整備（電力・運輸）を最優先課題の一つに掲げ、また経済成長戦略「Transformation 

Agenda (2011-2015)」でも電力セクター強化を重点政策と位置づけている。本事業はこれ

ら政策・計画に基づき、変電設備の改修により電力供給能力を改善するものである。 

(3) 電力セクターに対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

我が国は「対ナイジェリア連邦共和国国別援助方針（2012 年 12 月）」で「基幹インフラ

の整備」を重点分野と定めており、TICAD V「横浜行動計画」（2013 年 6 月）においても、

「インフラ整備・能力強化の促進」が謳われている。また、「対ナイジェリア連邦共和国

JICA 国別分析ペーパー（以下、「JCAP」という。）（2015 年 5 月策定）」においても、電力

の安定供給を重要課題と分析していることから、本事業はこうした方針に合致する。 

我が国の主な協力実績として、電力セクター開発の基盤強化のため「電力開発計画アド

バイザー」（2012-2013 年度）を派遣し、開発計画への技術的助言を行った。また、「電力

マスタープラン策定プロジェクト」（2015-2016 年度）を実施し、包括的なマスタープラン

の策定を通じ、先方政府の能力強化を支援している。また、ラゴス州を含む南西部地域に

おいて、円借款を想定した「送電網強化事業」の協力準備調査を実施中（2014-2016 年度）。 
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(4) 他の援助機関の対応 

ナイジェリア政府は、世界銀行、アフリカ開発銀行、フランス開発庁（AFD）等の主要

ドナーからの資金調達等を活用し、送配電部門における系統強化を支援している。 

 

３．事業概要  

(1) 事業の目的 

本事業は、アブジャ連邦首都区及びその周辺地域に位置するアポ変電所及びケフィ変電

所に電力用コンデンサを設置することにより、同地域の送電損失の削減及び電力供給信頼

度の向上を図り、もって同地域における経済・社会開発の促進に寄与するもの。 

(2) プロジェクトサイト/対象地域名 

アブジャ連邦首都区及びナサラワ州（対象人口約 951,000 人） 

(3) 事業概要 

1) 土木工事、調達機器等の内容  

① 土木工事：以下の変電設備の基礎工事や据付工事 

② 調達機器：電力用コンデンサ設備、特別高圧開閉設備、保護・制御盤等。いずれも、

実施段階における詳細設計結果を踏まえ、最終的な計画数量を決定する。 

2) コンサルティング・サービス/ソフトコンポーネントの内容 

① コンサルティング・サービス：詳細設計、入札補助、施工監理等 

② ソフトコンポーネント：本事業で設置予定の機材の運用における運転記録を含む適

切な運転・維持管理を行う変電技術者への技術支援 

(4) 総事業費/概算協力額 

総事業費約 13.20 億円（概算協力額（日本側）：13.17 億円、ナイジェリア国側：約 0.03

億円） 

(5) 事業実施スケジュール（協力期間） 

2016 年 2 月～2018 年 6 月を予定（計 29 ヶ月。詳細設計、入札期間を含む） 

(6) 事業実施体制（実施機関/カウンターパート） 

事業実施機関は、ナイジェリア送電公社（Transmission Company of Nigeria。以下、「TCN」

という。）。TCN は、監督省庁の連邦電力省（Federal Ministry of Power。以下、「FMP」と

いう。）、及び借款を除く国際協力事業の窓口機関である国家計画委員会（National Planning 

Commission。以下、「NPC」という。）と綿密な連携をとる。 

(7) 環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境社会配慮 

① カテゴリ分類：C 

② カテゴリ分類の根拠：本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010

年 4 月公布）上、環境への望ましくない影響は最小限であると判断されるため。 

2) 貧困削減促進 

特になし。 

3) 社会開発促進（ジェンダーの視点、エイズ等感染症対策、参加型開発、障害者配慮等）

特になし。 

(8) 他事業、ドナー等との連携・役割分担 
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AFD がアブジャ連邦首都区周辺を対象として、170 百万米ドル規模の送電網の拡張や変

電所の建設を計画している。現時点では本事業との重複は確認されていないが、AFD の支

援事業が実施され既設の電力系統に接続されると、関連地域の電力潮流に変更が生じるた

め、その動向については、継続して情報収集と事業進捗等のモニタリングを行う。 

(9) その他特記事項 

本事業は、送電ロス率の低減等によるエネルギー効率の改善を図るものであり、温室効

果ガスの排出削減が見込まれるため、気候変動の緩和に資する。 

 

 

(1) 事業実施のための前提条件 

ナイジェリア側が、①機材据付予定用地の整地作業を 2016 年 10 月末までに実施する、

②アポ変電所の落雷（2014 年 9 月）により使用不能或いは損傷した変圧器、開閉設備等を

2017 年 11 月末までに更新する、③ケフィ変電所の既設制御棟内の 132kV 制御盤に組み込

まれている電力計や無効電力計等の指示計器類の較正（基準値との誤差の調整）を 2017

年 6 月末までに行う。 

(2)プロジェクト全体計画達成のための外部条件 

①治安が急激に悪化しない、②上位の発電設備及び下位の配電設備が十分に稼働する、

③設備の運転維持管理計画が実施される、④カタンぺ変電所に設置されている電力用コン

デンサ及び変圧器が、2015 年 12 月末までに系統に接続される、⑤グワグワラダ変電所に

設置されている分路リアクトルが、2016 年 6 月末までに系統に接続される。なお④及び⑤

の達成を前提とした潮流解析を協力準備調査において実施しており、今後の案件評価に影

響を与えることから、これらを外部条件に加えることとする。 

 

 

 

(1)類似案件の評価結果 

ナイジェリアで実施した無償資金協力「地方電化計画」（2000 年）の事後評価等では、

電化に必要な送配電網を整備する際に、先方政府側から必要な予算手当がなされず、先方

負担工事に遅れが生じた点が指摘されている。 

(2) 本事業への教訓 

先方負担工事の遅れが事業全体の工期に影響を与えることから、本事業では、先方政府

の速やかな予算措置を求めるべく、先方負担事項について十分説明・協議し、業者契約等

の日程を含む詳細な実施スケジュールの確認及びフォローを行う。 

 

６. 評価結果 

以下の内容により本事業の妥当性は高く、また有効性が見込まれると判断される。 

 

(1) 妥当性 

 本事業は、「2．事業の背景と必要性」で記述のとおり、計画停電が日常化している首都

アブジャとその周辺地域の電力供給の改善に資するものであり、緊急性が高く、また電力

４. 外部条件・リスクコントロール 

５. 過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 
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分野の支援を重点とする我が国の援助方針、及び電力インフラの整備に取り組むナイジェ

リア政府の開発政策に合致する案件であり、妥当性は高い。 

 

(2) 有効性 

1) 定量的効果 

*各指標に関しては、施設供用開始時点の 2017 年末の電力系統モデルを基に算出。 

**裨益電力供給世帯数/消費者数については、TCN より入手した 2020 年の電力系統モデル

の最大負荷想定値を基に算出。 

 

2) 定性的効果 

電力供給信頼度の向上、経済・社会開発の促進 

 

７. 今後の評価計画 

(1) 今後の評価に用いる主な指標 

  6.(2) 1)のとおり。 
   

(2) 今後の評価のタイミング 

  ・事後評価    事業完成 3 年後 

 

以 上 

指標名 
基準値 

（2014年実績値） 

目標値（2020 年末） 

【事業完成 3 年後】 

1. 受電端電圧改善率(%)* 

アポ変電所(132kV 受

電側) 
N/A  2.90％ 

アポ変電所(33kV 送

出し側) 
N/A  3.01％ 

ケフィ変電所(132kV

受電側) 
N/A  6.19％ 

ケフィ変電所(33kV

送出し側) 
N/A  6.84％ 

2. 132 kV 送電線におけ

る送電ロス(MW)* 

シロロ地域 

（本事業の対象変電

所該当地域） 

（）内はロス率 

N/A  101.4MW（6.85％） 

3. 温室効果ガス削減量(t/年)* N/A  6,404t/年 

4. 裨益電力供給世帯数

（世帯/日）** 

アポ変電所 N/A 5,400 

ケフィ変電所 N/A 1,700 

5．裨益電力供給消費者数

（人/日）** 

アポ変電所 N/A 24,300  

ケフィ変電所 N/A 9,350 


